
（別紙様式１）

公 共 工 事 の 名 称 、 場 所 、 期 間 及 び 種 別
契 約 担 当 官 等 の 氏 名
並びにその所属する部局の
名 称 及 び 所 在 地

契 約 を
締 結 し た 日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
一 般 競 争 入 札 ・
指 名 競 争 入 札 の 別
( 総 合 評 価 の 実 施 )

予 定 価 格 契 約 金 額 落 札 率 備 考

令和７年度　千葉港他発注補助業務 分任支出負担行為担当官
千葉港、東京湾内の対象工事現場（調査現場含む）及び調査職員が指定する場所 千葉港湾事務所長

R7.4.1 ～ R9.3.26 千葉港湾事務所

建設コンサルタント等 千葉市中央区中央港1-11-2

令和７年度　千葉港他施工状況確認等補助業務 分任支出負担行為担当官
千葉港、東京湾内の対象工事現場（調査現場含む）及び調査職員が指定する場所 千葉港湾事務所長

R7.4.1 ～ R9.3.31 千葉港湾事務所

建設コンサルタント等 千葉市中央区中央港1-11-2

令和７年度　千葉港海岸船橋地区設計・調査資料作成業務 分任支出負担行為担当官

千葉港海岸船橋地区 千葉港湾事務所長

R7.4.1 ～ R8.3.31 千葉港湾事務所

建設コンサルタント等 千葉市中央区中央港1-11-2

令和７年度　千葉港海岸船橋地区土質調査 分任支出負担行為担当官

千葉港海岸船橋地区 千葉港湾事務所長

R7.4.21 ～ R7.9.26 千葉港湾事務所

測量・調査 千葉市中央区中央港1-11-2

令和７年度　千葉港葛南中央地区航路（－１２ｍ）付帯施設改良工事 分任支出負担行為担当官

千葉港葛南中央地区港内 千葉港湾事務所長

R7.4.30 ～ R7.12.26 千葉港湾事務所

港湾土木工事 千葉市中央区中央港1-11-2

令和７年度　千葉港海岸船橋地区日の出胸壁（改良）築造工事 分任支出負担行為担当官

千葉県船橋市千葉港船橋地区日の出地先 千葉港湾事務所長

R7.5.1 ～ R8.3.25 千葉港湾事務所

港湾土木工事 千葉市中央区中央港1-11-2

令和７年度　千葉港海岸船橋地区日の出胸壁（改良）細部設計 分任支出負担行為担当官

千葉港海岸船橋地区 千葉港湾事務所長

R7.5.30 ～ R7.12.5 千葉港湾事務所

建設コンサルタント等 千葉市中央区中央港1-11-2

令和７年度　千葉港海岸船橋地区湊護岸・湊町胸壁実施設計 分任支出負担行為担当官

千葉港海岸船橋地区 千葉港湾事務所長

R7.6.2 ～ R7.12.19 千葉港湾事務所

建設コンサルタント等 千葉市中央区中央港1-11-2

令和７年度　千葉港千葉中央地区防波堤築造工事 分任支出負担行為担当官

千葉港千葉中央地区港内 千葉港湾事務所長

R7.6.6 ～ R7.12.5 千葉港湾事務所

港湾土木工事 千葉市中央区中央港1-11-2

令和７年度　千葉港千葉中央地区岸壁 （－９ｍ）（改良）地盤改良他工事 分任支出負担行為担当官

千葉県千葉市中央区中央港地先 千葉港湾事務所長

R7.7.8 ～ R8.2.27 千葉港湾事務所

港湾土木工事 千葉市中央区中央港1-11-2

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）

96.5%

203,500,000

329,670,000

79.7%

99.9%

5010005002705
東京都千代田区霞が関三丁目３番
１号

R7.4.1

一般財団法人港湾空港総合技術セ
ンター 一般競争入札

（総合評価）
165,033,000 160,050,000 97.0%

5010005002705
東京都千代田区霞が関三丁目３番
１号

R7.4.1

一般財団法人港湾空港総合技術セ
ンター 一般競争入札

（総合評価）
103,466,000 98,230,000 94.9%

東京都千代田区神田錦町三丁目２
２番地

東京都江東区亀戸一丁目５番７号

パシフィックコンサルタンツ株式会
社　首都圏本社

80.3%

412,500,000

80.4%28,105,000

421,333,000

指名競争入札
（簡易公募型競争入札）

（総合評価）

東京都文京区後楽二丁目６番１号

51,150,000

41,426,000 33,264,000

一般競争入札
（総合評価）

指名競争入札
（簡易公募型競争入札）

（総合評価）
34,969,000

R7.4.21

千葉エンジニアリング株式会社 指名競争入札
（簡易公募型競争入札）

（総合評価）

1010401078435

株式会社小島組　東京支社

8013401001509

みらい建設工業株式会社　千葉営
業支店

千葉県千葉市中央区登戸１－２３
－１６

2040001004531

R7.5.30

一般財団法人港湾空港総合技術セ
ンター

341,528,000

一般競争入札
（総合評価）

5010005002705 28,424,000

6180001006411

64,152,000

203,742,000

R7.4.1
一般競争入札
（総合評価）

92.1%
東京都千代田区霞が関三丁目３番
１号

東京都中央区八丁堀３丁目２２番１
１号

26,180,000

千葉県千葉市美浜区稲毛海岸二
丁目１番３１号

R7.6.2

R7.6.6

2120001086883

一般競争入札
（総合評価）

株式会社ニュージェック　関東支店

五洋建設株式会社　東京土木支店

R7.5.1

97.9%

R7.4.30

1010001000006

一般競争入札
（総合評価）

446,402,000 407,814,000 91.4%6290801012011
千葉県千葉市中央区新田町４番２
２号

R7.7.8

若築建設株式会社　千葉支店



（別紙様式１）

公 共 工 事 の 名 称 、 場 所 、 期 間 及 び 種 別
契 約 担 当 官 等 の 氏 名
並びにその所属する部局の
名 称 及 び 所 在 地

契 約 を
締 結 し た 日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
一 般 競 争 入 札 ・
指 名 競 争 入 札 の 別
( 総 合 評 価 の 実 施 )

予 定 価 格 契 約 金 額 落 札 率 備 考

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）

令和７年度　千葉港千葉中央地区整備効果検討業務 分任支出負担行為担当官

千葉港千葉中央地区 千葉港湾事務所長

R7.8.5 ～ R8.7.31 千葉港湾事務所

建設コンサルタント等 千葉市中央区中央港1-11-2

令和７年度　東京湾浅場造成品質確認・検討業務 分任支出負担行為担当官
木更津港土砂受入ヤード、千葉県富津市富津沖、その他調査職員が指示する場所 千葉港湾事務所長

R7.8.8 ～ R8.3.31 千葉港湾事務所

建設コンサルタント等 千葉市中央区中央港1-11-2

令和７年度　千葉港葛南中央地区他環境調査 分任支出負担行為担当官
千葉県船橋市潮見町地先及び日の出地区地先、千葉県千葉市中央区中央港地先 千葉港湾事務所長

R7.11.11 ～ R8.3.25 千葉港湾事務所

測量・調査 千葉市中央区中央港1-11-2

令和７年度　千葉港海岸船橋地区事業評価資料作成業務 分任支出負担行為担当官

千葉港海岸船橋地区 千葉港湾事務所長

R8.1.5 ～ R8.9.30 千葉港湾事務所

建設コンサルタント等 千葉市中央区中央港1-11-2

令和７年度　千葉港千葉中央地区岸壁（－９ｍ）（改良）上部他工事（その２） 分任支出負担行為担当官

千葉県千葉市中央区中央港地先 千葉港湾事務所長

R8.2.12 ～ R8.10.30 千葉港湾事務所

港湾土木工事 千葉市中央区中央港1-11-2

令和７年度　東京湾浅場造成工事 分任支出負担行為担当官

千葉県富津市新富地先 千葉港湾事務所長

R8.2.24 ～ R9.1.29 千葉港湾事務所

港湾等しゅんせつ工事 千葉市中央区中央港1-11-2

令和７年１２月分該当なし

令和７年１０月分該当なし

10,692,000

R7.8.8 8010405009702

令和７年度東京湾浅場造成品質確認・検討業務みなと総
研・海域環境研究機構設計共同体
代表事業者　一般財団法人みなと総合研究財団

東京都港区虎ノ門三丁目１番１０号

22,561,000

20,900,000

22,550,000
指名競争入札

（簡易公募型競争入札）
（総合評価）

99.9%

2010501016723
東京都台東区北上野二丁目６番４
号

8,756,000 81.9%

138,270,000

2010001044539
東京都中央区日本橋堀留町一丁
目３番１７号

R8.1.5

株式会社ニュージェック　関東支店

80.2%

R7.11.11

三洋テクノマリン株式会社　東京支
社 指名競争入札

（簡易公募型競争入札）
（総合評価）

3011101055078

9,966,000

千葉県千葉市中央区中央港１－１
２－３

7,997,000

東京都港区芝大門二丁目１１番８
号

R8.2.12

りんかい日産建設株式会社　東京
支店 一般競争入札

（総合評価）
332,343,000 332,200,000

99.9%138,369,000R8.2.24

東亜建設工業株式会社　千葉支店
一般競争入札
（総合評価）

99.9%

2120001086883

東京都江東区亀戸一丁目５番７号

指名競争入札
（簡易公募型競争入札）

（総合評価）

3010401031409

令和７年９月分該当なし

81.0%R7.8.5

株式会社エコー 指名競争入札
（簡易公募型競争入札）

（総合評価）
25,817,000



（別紙様式２）

公共工事の名称、場所、期間及び種別
契 約 担 当 官 等 の 氏 名
並びにその所属する部局の

名 称 及 び 所 在 地

契 約 を
締結した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理由
（ 企 画 競 争 又 は 公 募 ）

予 定 価 格 契 約 金 額 落 札 率
再就職の
役 員 数

備 考

令和７年度　千葉港海岸船橋地区海岸保全施設整備検討業務 分任支出負担行為担当官

千葉港海岸船橋地区 千葉港湾事務所長

R7.6.17 ～ R8.3.13 千葉港湾事務所

建設コンサルタント等 千葉市中央区中央港1-11-2 東京都港区西新橋１-１４-２

令和７年度　千葉港千葉中央地区防波堤他施工検討業務 分任支出負担行為担当官

千葉港千葉中央地区 千葉港湾事務所長

R8.1.19 ～ R8.8.31 千葉港湾事務所

建設コンサルタント等 千葉市中央区中央港1-11-2

令和７年４月分該当なし

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

R7.6.17

令和７年１２月分該当なし

令和７年９月分該当なし

会計法29条の3第4項
理由は別紙2－1参照

（簡易公募型ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ方式）

39,732,000

令和７年５月分該当なし

35,915,000 90.4%

令和７年度　千葉港海岸船橋地区海岸保全施設整
備検討業務沿岸技術研究センター・エコー・日本港
湾コンサルタント設計共同体　代表事業者　一般財
団法人　沿岸技術研究センター 2010005018571

99.2%

一般財団法人港湾空港総合技
術センター 会計法29条の3第4項

理由は別紙2－2参照
（簡易公募型ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ方式）

20,185,000 20,020,000
東京都千代田区霞が関三丁目
３番１号

5010005002705

令和７年１１月分該当なし

令和７年１０月分該当なし

令和７年７月分該当なし

令和７年８月分該当なし

R8.1.19



（別紙様式２）

公共工事の名称、場所、期間及び種別
契 約 担 当 官 等 の 氏 名
並びにその所属する部局の

名 称 及 び 所 在 地

契 約 を
締結した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理由
（ 企 画 競 争 又 は 公 募 ）

予 定 価 格 契 約 金 額 落 札 率
再就職の
役 員 数

備 考

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

令和８年２月分該当なし



 

 

令和 7 年度 

 

千葉港湾 

 

随意契約理由書 

 

 

 

（ 件 名 ）令和７年度千葉港海岸船橋地区海岸保全施設整備検討業務 

 

 

 

   本業務は下記の理由により、令和７年度 千葉港海岸船橋地区海岸保全施設整備検討

業務沿岸技術研究センター・エコー・日本港湾コンサルタント設計共同体と随意契約

致したい。 

 

                     

                                       記 

 

 

本業務は、千葉港海岸船橋地区海岸保全施設日の出護岸において、水理模型実験

結果を踏まえた波浪(波圧）に対する対応策を検討するとともに技術検討会の開催

を行うものである。 

令和７年度 千葉港海岸船橋地区海岸保全施設整備検討業務沿岸技術研究センタ

ー・エコー・日本港湾コンサルタント設計共同体は、本業務実施に係る簡易公募型

プロポーザルにより提出された技術提案書及びヒアリング内容を建設コンサルタ

ント等選定委員会において評価検討した結果、予定管理技術者の経験及び能力、実

施方針及び特定テーマに対する技術提案等の項目において最も優れた技術提案を

行った業者である。 

よって、会計法第２９条の３第４項の規定により、令和７年度 千葉港海岸船橋地

区海岸保全施設整備検討業務沿岸技術研究センター・エコー・日本港湾コンサルタ

ント設計共同体と随意契約致したい。 

 

別紙２－１ 



 

 

令和 7 年度 

 

千葉港湾 

 

随意契約理由書 

 

 

 

（ 件 名 ）令和７年度千葉港千葉中央地区防波堤他施工検討業務 

 

 

 

   本業務は下記の理由により、一般財団法人港湾空港総合技術センターと随意契約致

したい。 

 

                     

                                       記 

 

 

本業務は、千葉港千葉中央地区防波堤及び千葉港葛南中央地区航路（-12m）の施

工方法の検討を行うものである。 

本業務の千葉中央地区防波堤の施工検討を遂行するにあたっては、防波堤での事

例が少ない杭式構造（斜杭）を対象とし、海上施工期間の制約を考慮する必要があ

る。また、令和 7 年度から現地施工に着手しているが、斜杭の施工方法や作業船の

選定等において、当初想定の施工方法と乖離が生じているため、様々な港湾構造物

や構造形式の施工方法に関する専門的な知見を有している者が施工検討を実施し、

その検討成果に基づく工程検討が必要となる。 

一般財団法人港湾空港総合技術センターは、本業務実施に係る簡易公募型プロポ

ーザルにより提出された技術提案書及びヒアリング内容を建設コンサルタント等

選定委員会において評価検討した結果、予定管理技術者の経験及び能力、実施方針

及び特定テーマに対する技術提案等の項目において最も優れた技術提案を行った

業者である。 

よって、会計法第２９条の３第４項の規定により、一般財団法人港湾空港総合技

術センターと随意契約致したい。 

別紙２－２ 



（別紙様式３）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契 約 担 当 官 等 の 氏 名
並びにその所属する部局の

名 称 及 び 所 在 地

契 約 を
締結した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
一 般 競 争 入 札 ・
指名競争入札の別
(総合評価の実施 )

予 定 価 格 契 約 金 額 落 札 率 備 考

分任支出負担行為担当官

千葉港湾事務所長

千葉港湾事務所

千葉市中央区中央港1-11-2

分任支出負担行為担当官

千葉港湾事務所長

千葉港湾事務所

千葉市中央区中央港1-11-2

分任支出負担行為担当官

千葉港湾事務所長

千葉港湾事務所

千葉市中央区中央港1-11-2

分任支出負担行為担当官

千葉港湾事務所長

千葉港湾事務所

千葉市中央区中央港1-11-2
143,000

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品役務等）

単価契約
予定調達総額
6,358,000円

9050001035247

一式

株式会社ナイスセフティーロード 基本月額

6,825,920
一般競争入札
（総合評価）

148,128

96.5%

供用1日あたり

5040001001947
単価契約
予定調達総額
6,476,470円

単価契約
予定調達総額
29,708,186円

98.9%

33.2%

千葉県千葉市中央区末広１－１７－１

埼玉県熊谷市三ヶ尻５４４５番地

9,345,741 73.0%

供用1日あたり

R7.4.1

千葉県千葉市中央区末広１－１７－１

栗原建工株式会社

一般競争入札5040001001947

茨城県つくば市金田字前田２０１７番地２

R7.4.1

一式

R7.6.23

令和７年度　千葉港港湾業務艇運航

令和７年５月分該当なし

令和７年度　千葉港湾事務所車両管理業務

一式

877,773

107,886

291,500

2030001085110

R7.10.17

栗原建工株式会社

一般競争入札

運航1日あたり

106,700

令和７年１２月分該当なし

令和７年度　千葉港港湾業務艇用船

一式

基本月額

一般競争入札

令和７年７月分該当なし

運航1日あたり

令和７年９月分該当なし

株式会社日産サティオ埼玉北

令和７年８月分該当なし

令和７年１１月分該当なし

令和７年度　千葉港湾事務所乗用自動車交換購入



（別紙様式３）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契 約 担 当 官 等 の 氏 名
並びにその所属する部局の

名 称 及 び 所 在 地

契 約 を
締結した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
一 般 競 争 入 札 ・
指名競争入札の別
(総合評価の実施 )

予 定 価 格 契 約 金 額 落 札 率 備 考

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品役務等）

令和８年１月分該当なし

令和８年２月分該当なし



（別紙様式４）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契 約 担 当 官 等 の 氏 名
並びにその所属する部局の

名 称 及 び 所 在 地

契 約 を
締結した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理

由
（ 企 画 競 争 又 は 公 募 ）

予 定 価 格 契 約 金 額 落 札 率
再 就 職
の 役 員

数
備 考

分任支出負担行為担当官

千葉港湾事務所長

千葉港湾事務所

千葉市中央区中央港1-11-2

分任支出負担行為担当官

千葉港湾事務所長

千葉港湾事務所

千葉市中央区中央港1-11-2

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

土地賃貸借料（富津市新富） R7.4.1

日本製鉄株式会社東日本製鉄所
会計法29条の3第4項
理由は別紙4－1参照

90,579,456 90,579,456 100.0%

千葉県君津市君津１番地

令和７年５月分該当なし

令和７年６月分該当なし

土地賃貸借料（富津市新富）（その２） R7.7.22

日本製鉄株式会社東日本製鉄所
会計法29条の3第4項
理由は別紙4－2参照

3,259,531 3,259,531 100.0%

千葉県君津市君津１番地

令和７年８月分該当なし

令和７年９月分該当なし

令和７年１０月分該当なし

令和７年１１月分該当なし

令和７年１２月分該当なし



（別紙様式４）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契 約 担 当 官 等 の 氏 名
並びにその所属する部局の

名 称 及 び 所 在 地

契 約 を
締結した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理

由
（ 企 画 競 争 又 は 公 募 ）

予 定 価 格 契 約 金 額 落 札 率
再 就 職
の 役 員

数
備 考

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

令和８年２月分該当なし

令和８年１月分該当なし



 令和７年度

 

 千葉港湾

 

 随意契約理由書
 

 

 （件名）土地賃貸借料（富津市新富）

 

 

 本件は、下記の理由により、日本製鉄株式会社と随意契約致したい。

 

 

 記

 

 

　本業務は、東京湾富津沖において実施する東京湾浅場造成工事において使用する土砂

 の混合及び仮置きのために必要なヤードの借上を行うものである。

 

　東京湾浅場造成工事は、東海旅客鉄道株式会社が実施する陸上工事から発生する建設

発生土を有効活用し、富津沖に存在する窪地を埋戻すものであるが、埋戻し前に受入れ

た建設発生土を粒度調整し、その品質を確認する必要があることから、土砂の混合場所

 及び仮置き場所が必要となる。

 

　用地の選定にあたっては、土砂の混合及び仮置きのために十分な広さを有しているこ

とのほか、海上運搬のため、作業船が接岸可能な岸壁を有している又は近接しているこ

とが望ましい。また、周辺生活環境への影響を鑑み、住宅等が隣接していないことに加

え、土砂運搬等に供する工事車両が市街地の交通を阻害しない立地条件が求められる。

これらの条件を満たす用地につき、港湾管理者である千葉県と調整を行ったが、公共岸

 壁では確保できないとの結果になった。

 

　上記の結果を受け、千葉県周辺で利用できる土地を調査したところ、これらの条件を

満たす土地は日本製鉄株式会社が所有する当該土地のみであったため、会計法第２９条

 の３第４項により、日本製鉄株式会社と随意契約したい。

別紙４－１ 



令和７年度 

 

千葉港湾 

 

随意契約理由書 

 

 

（件名）土地賃貸借料（富津市新富）（その２） 

 

 

本件は、下記の理由により、日本製鉄株式会社と随意契約致したい。 

 

 

記 

 

 

 本業務は、東京湾富津沖において実施する東京湾浅場造成工事において使用する土砂の

混合及び仮置きのために必要なヤードの借上を行うものである。 

 

 東京湾浅場造成工事は、東海旅客鉄道株式会社が実施する陸上工事から発生する建設発

生土を有効活用し、富津沖に存在する窪地を埋戻すものであるが、埋戻し前に受入れた建

設発生土を粒度調整し、その品質を確認する必要があることから、土砂の混合場所及び仮

置き場所が必要となる。 

 

 用地の選定にあたっては、土砂の混合及び仮置きのために十分な広さを有していること

のほか、海上運搬のため、作業船が接岸可能な岸壁を有している又は近接していることが

望ましい。また、周辺生活環境への影響を鑑み、住宅等が隣接していないことに加え、土

砂運搬等に供する工事車両が市街地の交通を阻害しない立地条件が求められる。これらの

条件を満たす用地につき、港湾管理者である千葉県と調整を行ったが、公共岸壁では確保

できないとの結果になった。 

 

 上記の結果を受け、千葉県周辺で利用できる土地を調査したところ、これらの条件を満

たす土地は日本製鉄株式会社が所有する当該土地のみであったため、会計法第２９条の３

第４項により、日本製鉄株式会社と随意契約したい。 

 

別紙４－２ 


